
様式第１号（第５条関係）
平成　　年度埼玉県航空・宇宙産業参入支援事業費補助金交付申請書
                     　                  　　　　　　　　　　　　　　平成　　年　　月　　日
（あて先）
　埼 玉 県 知 事　
　　　　　　　　　　　　　　　申　請　者　住　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会社名              　　    　　　　　　印
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名                  　　　　　　　　印
　　　　　　　　　　　　　　　
　埼玉県航空・宇宙産業参入支援事業費補助金の交付について、補助金の交付手続等に関する規則第４条の規定に基づき、関係書類を添えて下記のとおり申請します。                                            
                                              記
１　補助事業の目的及び内容
　　  別紙事業計画書のとおり。
２　補助対象経費及び補助金交付申請額
　　　補助対象経費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
　　　補助金交付申請額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
別紙　
平成　　年度埼玉県航空・宇宙産業参入支援事業費補助金に係る事業計画書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成    年    月    日
（あて先）
  埼玉県知事  
　　　　　　　　　　　　　　　住　　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　名　　　　称　　　　　　　　　　　　　　　　印
　　　　　　　　　　　　　　　代表者の氏名                                印
　埼玉県航空・宇宙産業参入支援事業費補助金の交付を受けたいので計画書を提出します。
  補助事業テーマ名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１　申請者の概要

	申請者
	会社名
	

	
	代表者名
	

	
	本店所在地
	

	
	主たる事務所の所在地
	

	
	埼玉県内の技術開発、
生産拠点の所在地
（本店が県外の場合）
	

	
	資本金　
出資金
	　　　　　　万円

	
	従業員数
	　　　　　　名

	
	設立年月日
	　　　　　　年　　　月　　　日

	
	業種・主な業務内容
	

	実施場所
	事業所名称
	

	
	事業所所在地
	

	連絡先
	所属名
	
	電話
	

	
	職名
	
	ＦＡＸ
	

	
	担当者
	
	E-mail
	

	
	連絡先住所
（郵送先）
	


２　事業の目的及び内容

	①　開発の概要
　　（開発の目的及び内容、現状における問題点、当該開発の新規性・独創性、解決すべき
　　　技術的な課題及びその解決方法、開発における自社の強み　等）
②  開発により期待される成果（想定される納品先、事業化に向けた今後の展開、県内事業所　　での展開　等）

③　連携体制(連携する企業、大学、研究機関等）

　・名称及び代表者名
　・所在地
　・担当者名

　・連携内容(役割等）



３　事業計画

（１）事業実施予定期間

　　　　交付決定日以降　～　平成　　年　　月　　日完了（予定）

　　　　　　
（２）事業の実施時期等（交付決定以後、補助事業完了までの計画を記載してください）
	　　　　　　　　　　　　
実　施　項　目
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


　　　　※計画時期を　　　　　　で示してください。

４　航空・宇宙産業への参入状況（参入実績のある企業のみ記載してください。）
	（今までの航空・宇宙産業関連の事業実績があれば、製造製品名、販売先、販売個数、売上額等を記入してください。複数ある場合は主なもので結構です。）




５　補助事業予算明細表

	経費区分
	種　　別
	補助事業に要する経費
	補助対象経費

（円）
	補助金交付申請額（円）

	
	
	算出根拠
	金　額(円）
	
	

	
	
	
	
	
	

	合　　計　　額
	
	
	


※補助対象経費を計算する際は、消費税及び地方消費税を除いてください。

６　開発後の計画

　新製品・新技術が開発された後、年間の売上高、利益､雇用はどのくらい見込めますか。
	
	１年後
	２年後
	３年後
	４年後
	５年後

	売上高
	
	
	
	
	

	　うち新規事業分
	
	
	
	
	

	売上原価
	
	
	
	
	

	　うち新規事業分
	
	
	
	
	

	売上総利益
	
	
	
	
	

	　うち新規事業分
	
	
	
	
	

	販売費及び一般管理費
	
	
	
	
	

	　うち新規事業分
	
	
	
	
	

	営業利益
	
	
	
	
	

	　うち新規事業分
	
	
	
	
	

	従業員数
	
	
	
	
	

	　うち新規雇用分
	
	
	
	
	


　＊補助事業終了時の属する会計年度の翌会計年度を１年後としてください。
　
【積算根拠】

様式第２号（第６条関係）
平成　　年度埼玉県航空・宇宙産業参入支援事業費補助金交付決定通知書
         　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第　　　　　号
         　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    　　平成　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　埼 玉 県 知 事
　平成　　年　　月　　日付けで申請の平成　　年度埼玉県航空・宇宙産業参入支援事業費補助金については、下記のとおり交付します。                    
                                       記
１　交付金額　　　金　　　　　　　　　　円
２　支払方法　　　精算払い
３　条件
(1) 補助対象経費及びその区分ごとの配分額は、申請のあったとおりとする。
(2) 補助事業者は、前号の通知に係る補助金の交付決定の内容及びこれに附された条件　に対して不服があり、補助金の交付の申請を取り下げようとするときは、交付決定の　通知を受けた日から１０日以内にその旨を記載した書面を知事に提出しなければなら　ない。
(3) 補助事業者は、補助事業の内容又は経費の配分を変更しようとするときは、速やか　に様式第３号による申請書を知事に提出し、その承認を受けなければならない。ただ　し、各配分ごとに２０％を越えない流用である場合を除く。
(4) 補助事業者は、補助事業を中止又は廃止しようとするときは、あらかじめ様式５号　による申請書を知事に提出し、その承認を受けなければならない。
(5) 補助事業者は、補助事業等が予定の期間内に完了することができないと見込まれる　とき、又は補助事業等の遂行が困難になったときは、速やかに様式第６号による遅延　等報告書を知事に提出し、その承認を受けなければならない。
(6) 補助事業者は、補助事業等の遂行状況について、知事から報告を求められたときは、　様式第７号による遂行状況報告書を知事に提出しなければならない。
 (7) 補助事業者は、補助事業等の完了したとき（補助事業等の中止・廃止の承認を受け　たときを含む。）は、その日から３０日以内又は補助金の交付決定に係る会計年度内　で知事の定める日のいずれか早い日までに、様式第８号による実績報告書を知事に提　出しなければならない。
(8) 補助事業者は、補助金に係る収入及び支出等を明らかにした帳簿を備え、かつ、当　該収入及び支出についての証拠書類を、当該補助事業等の完了の日の属する会計年度　の翌会計年度から５年間保管しなければならない。
(9) 補助事業者は、補助事業が完了した後も、補助事業等により取得、又は効用が増加　した財産を、善良な管理者の注意をもって管理しなければならない。
 (10) 補助事業者は、前号の財産を処分しようとするときは、あらかじめ様式第１１号に
　　よる財産処分承認申請書を知事に提出し、その承認を受けなければならない。ただし、
    当該財産の取得価格又は増加価格が５０万円未満のものはこの限りでない。
 (11) 知事は、補助事業者に対し、当該承認に係る財産を処分したことにより収入があっ　　たときは、その収入に相当する額の全部又は一部を県に納付させることができる。
 (12) 補助事業者は、補助事業完了後に申告により補助金に係る消費税仕入控除税額が確　　定した場合には、速やかに知事に報告しなければならない。この場合知事は、当該消　　費税仕入控除税額の全部または一部の返還を命ずるものとする。
 (13) 補助事業者は、補助事業等の完了した日の属する会計年度の終了後５年間に係る当該補助事業等の実施結果の事業化の状況について、毎会計年度終了後１５日以内に様式第１２号による事業化等状況報告書を知事に提出しなければならない。
 (14) 補助事業者は、補助事業等に基づく発明・考案等に関して、産業財産権等を補助事　　業年度又は補助事業年度の終了後５年以内に出願若しくは取得したとき、又はそれら　　を譲渡し、若しくは実施権を設定したときは、事業化等状況報告書に記載しなければ　　ならない。
 (15) 知事は、事業化等状況報告書により補助事業等の完了した日の属する会計年度の終　　了後、補助事業者が補助事業の実施結果の事業化、産業財産権の譲渡又は実施権の設　　定及びその他当該補助事業の実施結果の他への供与による収益が生じたと認めるとき　　は、補助事業者等に対し、交付した補助金の全部又は一部に相当する金額を県に納付　　させることができる
 (16) この補助金は、補助金等の交付手続等に関する規則（昭和４０年埼玉県規則第１５
　　条。以下「規則」という。）の適用を受ける。
様式第３号（第７条関係）
平成　　年度埼玉県航空・宇宙産業参入支援事業費補助事業計画変更承認申請書
                        　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　　年　　月　　日
（あて先）
　埼玉県知事
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会社名      　        　　    　　　　印
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名  　　                　　　　　印
　平成　　年　　月　　日付け　　第　　　号で交付決定の通知を受けた補助事業の計画（事業内容、経費配分）を下記のとおり変更したいので、埼玉県航空・宇宙産業参入支援事業費補助金交付要綱第７条の規定により承認を申請します。
                                              記
１　変更の理由
２　変更の内容
  　　　別紙のとおり

（別紙）

変更の具体的内容
	区　分
	内　　容
	             変　　　　　　更　　　　　　前
	              変　　　　　　更　　　　　　後

	
	
	　　仕　　様　
	数　量
  　　
	 補助対象経費
        (円)
	  補 助 金 額
     　 (円)
	　　仕　　様　
	数　量
	 補助対象経費
        (円)
	　補 助 金 額
     　　 (円)

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	計
	
	
	
	
	
	
	
	


様式第４号（第７条関係）
平成　年度埼玉県航空・宇宙産業参入支援事業費補助事業計画変更承認書
        　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
        　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    　　　　　　　　　　　　平成　年　月　日
　　
　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　           　　　埼 玉 県 知 事　
　平成　年　月　日付け　第　号で交付決定し、平成　年　月　日付けで補助事業計画変更承認申請があった埼玉県航空・宇宙産業参入支援事業費補助金については、申請のとおり変更を承認します。                    
様式第５号（第８条関係）
平成　　年度埼玉県航空・宇宙産業参入支援事業費補助金に係る補助事業中止（廃止）承認申請書
                        　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　　年　　月　　日
（あて先）
　埼玉県知事
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会 社 名      　　        　　    　　印
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名  　　                　　　　印
　平成　年　　月　　日付け　　第　　　号で交付決定の通知を受けた補助事業を下記の理由により中止（廃止）したいので、埼玉県航空・宇宙産業参入支援事業費補助金交付要綱第８条の規定により承認を申請します。
                                              記
　１　中止（廃止）する事業名
  ２　理由
  ３  中止期間（廃止の時期）
様式第６号（第９条関係）
平成　　年度埼玉県航空・宇宙産業参入支援事業費補助金の遅延等報告書
                                          　　　　　　　　　　　　　　　平成　　年　　月　　日
（あて先）
　埼玉県知事
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　所
                                              　　　　会社名　　　      　        　　　　印
                                              　　　　代表者名　　　  　                　　印
　平成　　年　　月　　日付け　　第　　　号で交付決定の通知を受けた補助事業について、埼玉県航空・宇宙産業参入支援事業費補助金交付要綱第９条の規定により下記のとおり報告します。
                                           記
１　補助事業の進捗状況
  (1)当初予定
  (2)実績及び今後の計画
２　同上に要した経費
	  区　　　分
	        当初の予算（円）
	       支出済の額（円）

	
	
	

	
	
	

	  合　　　　計
	
	


３　事故の内容及び原因
　(1) 事故の内容
　(2) 事故の原因
４　事故に対してとった措置
様式第７号（第10条関係）
        平成　　年度埼玉県航空・宇宙産業参入支援事業費補助事業遂行状況報告書
                                        　　　　　　　　　　　　　　　平成　　年　　月　　日
（あて先）
　埼玉県知事
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　所　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会社名              　　    　　　　　　印
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名                  　　　　　　　　印
　　平成　　年　　月　　日付け　　第　　　号で交付決定の通知を受けた補助事業について、埼玉県航空・宇宙産業参入支援事業費補助金交付要綱第10条の規定により下記のとおり報告します。
                                              記
１　遂行状況について下記に記入してください。
　　（９月３０日現在で記入してください。当初予定と実績の間に遅速がある場合は、その理由も記載してください。）
	


	


	


	


	


	


	


	


	


	


	


	


	


	


２　支出明細書
	区分
	番号
	種    別
	単
位
	数
量
	単  価
(円)
	金　　額
  (円)
	発　注

年月日
	入  手
年月日
	支  払
年月日
	支 払 先
	備　考

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	小計
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	小計
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	小計
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	小計
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	小計
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	小計
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	合計
	
	
	
	
	
	
	
	
	


様式第８号（第11条関係）
平成　　年度埼玉県航空・宇宙産業参入支援事業費補助事業実績報告書
                     　                  　　　　　　　　　　　　　　平成　　年　　月　　日
（あて先）
　埼玉県知事
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会社名              　    　　　　　　印
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名                  　　　　　　　印
　　平成　　年　　月　日付け　　第　　　号で交付決定の通知を受けた補助事業が完了しましたので、埼玉県航空・宇宙産業参入支援事業費補助金交付要綱第11条の規定により、関係書類を添えて、下記のとおり報告します。
                                              記
１　補助事業結果報告書
　　　　　　　　　　　　別紙１のとおり
２　決算総表
　　　　　　　　　　　　別紙２のとおり
３　収支明細書
　　　　　　　　　　　　別紙３のとおり
別　紙１
補　助　事　業　結　果　報　告　書
１　補助事業の経過
　(1) 補助事業の担当者
　　　担当者（主任研究者等）の氏名
　　　　　　　　　　　　　　　職名
　　　　　　　　　　　　　　　所属
　(2) 実施場所
　(3) 補助事業の期間
　　　　開始　平成　　年　　月　　日
　　　　終了　平成　　年　　月　　日
　(4) 補助事業の日程
	実　施　項　目
	/4
	 5
	 6
	 7
	 8
	 9
	10
	11
	12
	/1
	 2
	 3

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


　　　　　※　当初予定を　　　　　　で、実績を　　　　　で示してください。　
(5) 補助事業の実績
　　　（図面又は写真、グラフ等を使用して、開発した具体的内容を記載すること。）
２　新商品開発に特許又は実用新案の登録の出願をしているときはその状況
　(1) 特許・実用新案
  (2) 出願年月日
　　　　　　　　　平成　　年　　月　　日
　(3) 出願番号
　(4) 名称
３　補助事業の成果
　(1) 補助事業の成果
  (2) 今後の課題
４　成果の事業化
　(1) 成果を事業化する見込み
　(2) 時期
　(3) 事業化の規模
　(4) 量産化したときの製品の価格
別紙２
決　　算　　総　　表
	経　費　区　分
	予 算 額（円）
	決 算 額（円）
	補 助 金
充 当 額
（円）
	備　考

	支
出
	 
	
	
	
	

	
	   
	
	
	
	

	
	    合　　計
	
	
	
	

	収
入
	自　己　資　金
	
	
	
	

	
	借入金
	
	
	
	

	
	補助金
	
	
	
	

	
	その他
	
	
	
	

	
	合　　  　計
	
	
	
	


別　紙３　　　　　　　　　　　　　　収　 　支 　　明 　　細 　　書
　(1) 支　出 
	区分
	番号
	種    別
	単
位
	数
量
	単  価
(円)
	金　　額
  (円)
	補助金

充当額

（円）
	発　注

年月日
	入  手
年月日
	支  払
年月日
	支 払 先
	備考

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	小計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	小計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	小計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	小計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	小計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	小計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	合計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


　(2) 財産目録
	      種　　　　　　別
	   数  量
	  価　　格（円）
	        備　　　考

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


  　予算の支出によって製造又は購入した動産、試作の遂行等によって発生した債権債務を記載
様式第９号（第12条関係）
平成    年度埼玉県航空・宇宙産業参入支援事業費補助金の額の確定通知書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　        　　    　
平成   年　　月　　日　
　　　　　　　　　様　　
                                            埼玉県知事　
　平成   年　　月　　日付け   第　　　　　号で交付決定の通知をした標記補助金について、埼玉県航空・宇宙産業参入支援事業費補助金交付要綱の規定により、下記のとおり補助金の額を確定します。
記
１　補助金交付決定額　　金　　　　　　　　円

２　補助金交付確定額　　金　　　　　　　　円
様式第１０号（第１３条関係）
平成　　年度埼玉県航空・宇宙産業参入支援事業費補助金交付請求書
            　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　　年　　月　　日
（あて先）
　埼玉県知事　
                                        住　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会 社 名　　　　　　　　　　　　　　印
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名                          　印
　平成　　年　　月　　日付け　　第　　　号により額の確定があった埼玉県航空・宇宙産業参入支援事業費補助金について、下記のとおり請求します。
記
１   請求金額　 金　　　　　　　　　　円也
２　 振 込 先　（フリガナ）（　　　　　　　　　）（　　　　　　　　　　　）
        金融機関名　　　　　　　　　銀行　　　　　　　　　支店　
        　　　　　預金の種別　普通・当座　　　　口座番号　　　　　　　　　　
       　　　　（フリガナ）（　　　　　　　　　　　　　　　　）
　　　　　　　　　口座名義  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
様式第１１号（第15条関係）
平成　　年度埼玉県航空・宇宙産業参入支援事業費補助事業財産処分承認申請書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　　年　　月　　日
（あて先）
　埼玉県知事
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会社名　　　　　　　　　　　　　　 　印
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名 　　 　                   　　印
　　平成　　年　　月　　日付け　　第　　　号で交付決定の通知を受けた補助事業により取得した財産を下記のとおり処分したいので、埼玉県航空・宇宙産業参入支援事業費補助金交付要綱第13条の規定により、承認を申請します。
                                             記
	名　　　　称
（品目・型式等）
	取得金額
	取得年月日
	処分の方法
	処分の理由

	
	
	
	
	


様式第１２号（第16条関連）
平成　　年度埼玉県航空・宇宙産業参入支援事業費補助事業事業化等状況報告書
                                          　　　　　　　　　　　　　平成　　年　　月　　日
（あて先）
　　埼玉県知事
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会 社 名      　　        　　    　　　 印
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名  　　                　　　　　 印
　平成　　年　　月　　日付け　　第　　　号で交付決定の通知を受けた補助事業について、平成　　年度の事業化等状況を埼玉県航空・宇宙産業参入支援事業費補助金交付要綱第14条の規定により、下記のとおり報告します。
                                              記
	新製品開発等事業テーマ
	

	補助金確定額
	

	補助事業に係る
本年度販売額
	

	本年度販売額
に係る総原価
	

	補助事業に係る
本年度収益額
	

	補助事業に係る
本年度追加研究又は
販路開拓の額
	

	本年度までの補助事業
に係る支出額
	

	控除額
	

	基準納付額
	

	前年度までの補助事業
に係る県への累積納付額
	

	本年度納付額
	

	産業財産権に関する
届出、取得、譲渡及び
実施権の認定
	１　開発題目
２　種類（番号及び産業財産権等の種類）                別紙で添付
３　出願又は取得年月日                                してくださ
４　内容　                                            い
５　相手先及び条件（譲渡及び実施権設定の場合）


平成　　年度埼玉県航空・宇宙産業参入支援事業費補助事業に係る新製品等販売実績報告書
                                                             　   平成　　年　　月　　日
（あて先）
　埼玉県知事
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　所                                                       
                　　　　　　　　　　　　　　　会社名      　　      　　    　　　 　印                 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名  　　                　　　　　 印                 
　　平成　　年　　月　　日付け　　第　　　号で交付決定の通知を受けた補助事業の完了の日の属する
　決算期の最初の日から１年を経過したので、その間の処理について下記のとおり報告します。
１　新製品等の販売実績
	   年　 月
	販　　　　  売　　　  　高
	主たる売渡先
	備  　考

	
	単価（円）
	数　量
	金  額（円）
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	    計
	
	
	
	
	


２　新製品等原価構成
	         項　　　　　　　　　　目
	          金　　　　　　　額（円）

	Ａ：原材料費
	

	Ｂ：外注加工費
	

	Ｃ：労務費
	

	Ｄ：工場経費
	

	　　１　電力費
	

	　　２　燃料費
	

	　　３　修繕費
	

	　　４　消耗品費
	

	　　５　保険料
	

	　　６　減価償却費
	

	　　７　福利厚生費
	

	　　８　その他経費
	

	Ｅ：当期総製造費用（Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ）
	

	Ｆ：期首仕掛品棚卸高
	

	Ｇ：期末仕掛品棚卸高
	

	Ｈ：当期製造品製造原価｛（Ｅ＋Ｆ）－Ｇ｝
	

	Ｉ：一般管理費及び販売費
	

	Ｊ：総原価（Ｈ＋Ｉ）
	

	Ｋ：総製造数量（年間）
	

	Ｌ：１個当たり原価（Ｊ÷Ｋ）
	


３　総研究費
	 　年　度
	 追加研究の額（円）
	　　累　計　（円）

	補助事業年度
	
	

	        年度
	
	

	        年度
	
	

	        年度
	
	

	        年度
	
	

	        年度
	
	


（注）・補助事業年度の追加研究の額は、補助事業に要した経費と追加研究の額の合計を記入してくださ
　　　　い。
　　　・追加研究の額には、開発に要した人件費等も含め、開発等に要したすべての経費を記入してくだ
　　　　さい。
　　　・追加研究の額の「累計」は「本年度までの補助事業に係る支出額」と同額になります。
　　　・決算書、資産台帳等には、補助事業に要した経費はすべて、適正に計上してください。

補助金の交付を受けた新商品開発等事業計画の現況について下記に記入してください。
（販売、収益がない方も改良した点、交付を受けた新商品開発等事業計画に関して、現在、取り組んでいることなどを記入してください。）
（現況）
	


	


	


	


	


	


	


	


	


	


	


	


	


	


	


連絡担当者   職名（　　　　　　　　）
氏名（　　　　　　　　）
               事業化状況報告書記載要領
１　補助事業に係る本年度収益額
  　補助事業の実施結果の事業化、産業財産権の譲渡又は実施権の設定及びその他当該　補助事業の実施結果の他への供与による総収入額から総収入を得るに要した額を差
し引いた額の合計額をいう。
　  「補助事業に係る本年度収益額」＝総収入額－総収入を得るに要した総原価
２　控除額
　　補助事業に係る経費のうち、中小企業者が自己負担によって支出した額の５分の１　をいう。
 　 「控除額」＝（補助年度の総事業費－補助金確定額）÷５
３　本年度までの補助事業に係る支出額
　　本年度までの補助事業に係る追加研究（販路開拓事業の場合は、追加広告費など）　の累計額（補助金及び自己負担金の合計額）。
４　基準納付額
　　補助事業に係る本年度収益額から控除額を差し引いた額に補助金確定額を乗じ、本　年度までの補助事業に係る支出額で除した額をいう。
	「基準納付額」＝　
	（本年度収益額－控除額）×補助金確定額

	
	本年度までの補助事業に係る支出額


５　前年度までの補助事業に係る県への累積納付額
　　前年度までの収益に伴う納付金及び財産処分に伴う納付金の合計額をいう。
６　本年度納付額
　　基準納付額と累積納付額の合計が補助金確定額を超えない場合には、基準納付額が　本年度納付額となる。また、基準納付額と累積納付額の合計額が補助金確定額を超え　る場合には、補助金確定額から累積納付額を差し引いた残額が本年度納付額となる。
　(1) 「補助金確定額」＞「基準納付額」＋「累積納付額」のとき
　　　「本年度納付額」＝基準納付額
　(2) 「補助金確定額」＜「基準納付額」＋「累積納付額」のとき
　　　「本年度納付額」＝補助金確定額－累積納付額
７　その他　
　　補助事業に係る収益額等の算定に必要な資料を添付すること。
月









